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第２章 商業の活動

ここでは、平成１９年商業統計結果から商業の活動をみることとします。

なお、文中に記述されている業種の分類のうち、分かりにくいものについては

以下のとおりです。

【卸売業】

各種商品卸売業 総合商社などが含まれます。

鉱物・金属材料卸売業 石油、灯油などの石油類などが含まれます。

再生資源卸売業 空きびん、空き缶、鉄鋼品などの再使用できる

ものが含まれます。

一般機械器具卸売業 農業用・建設用・事務用の機械器具などで、耕

うん機、トラクタ、複写機、レジスタなどが含

まれます。

その他の機械器具卸売業 自転車、船舶などの自動車以外の輸送機械器具、

はかり、時計などの精密機械器具などが含まれ

ます。

他に分類されない卸売業 紙製品、金物、スポーツ用品、がん具、たばこ、

ジュエリー、美術品、楽器、録音済みのＣＤな

どが含まれます。

【小売業】

各種商品小売業 百貨店・総合スーパーなどが含まれます。

他に分類されない小売業 たばこ、花・植木、ジュエリー、ペット・ペット

用品、美術品、ＤＶＤなどが含まれます。
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商業の活動：卸売業と小売業

－ 商業事業所の４割は就業者数２人以下 －

商業事業所数を卸売業と小売業別にみると、卸売業が２２.７％、小売業が７７.３

％となっています。

一方、年間商品販売額をみると、卸売業が７５.４％、小売業が２４.６％となってい

ます。事業所数と年間商品販売額の割合が逆転しているのは、小売商店の規模

が小さいためです。

事業所数の構成比（％） 年間商品販売額の構成比（％）

就業者規模別事業所数 就業者規模別事業所数の構成比
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商業の活動：卸売業の事業所数、従業者数、年間商品販売額

－ 年間商品販売額は平成１９年で増加に転じる －

平成１９年の卸売事業所数は３３万事業所（対平成１６年比▲１０.８％減）、従

業者数は３５３万人（同▲７.３％減）、年間商品販売額は４１４兆円（同２.０％増）

となりました。

昭和５７年以降の卸売業の推移をみると、事業所数、年間商品販売額、従業

者数のいずれも平成３年をピークとして減少傾向にあるものの、年間商品販売

額は平成１９年に増加に転じています。

［卸売業］事業所数の推移

［卸売業］従業者数の推移

［卸売業］年間商品販売額の推移
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商業の活動：卸売業の業種別事業所数

－ 食料・飲料卸売業、建築材料卸売業、農畜産物・水産物卸売業

の割合がそれぞれ１割を超える －

卸売事業所数を業種別にみると、食料・飲料卸売業、建築材料卸売業、農畜産

物・水産物卸売業が１０％を超えて高い割合となっています。

また、業種（中分類）別構成比の推移を昭和４７年からみると、繊維・衣服等卸

売業の割合は低下しています。

［卸売業］事業所の業種別構成比（％）

［卸売業］業種（中分類）別事業所数の構成比
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商業の活動：卸売業の業種別年間商品販売額

－ 卸売業の年間商品販売額が最も多いのは鉱物・金属 －

業種別に年間商品販売額をみると、最も割合が高いのは、ガソリン・灯油などを

扱う鉱物・金属材料卸売業、次いで、各種商品卸売業（総合商社など）、電気機械

器具卸売業の順となっています。事業所数で最も割合が高かった食料・飲料卸売

業は、年間商品販売額では４番目となっています。

業種（中分類）別構成比の推移を昭和４７年からみると、１７.８％であった機械器

具卸売業の販売割合が、平成１９年には最も高く２６.0％となりました。次いで、建

築材料、鉱物・金属材料等卸売業の順となっており、この２業種で半数を占めてい

ます。また、総合商社などが含まれる各種商品卸売業の割合は▲７.７ポイント、繊

維・衣服等卸売業の割合は▲７.５ポイントと、それぞれ大きく低下しています。

［卸売業］年間商品販売額の業種別構成比（％）

［卸売業］年間商品販売額の業種（中分類）別構成比の推移
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商業の活動：卸売業の就業者数

－ 機械器具と飲食料品卸売業で５割を占める －

平成１９年の就業者数は３６２万人となりました。就業者数の業種（中分類）別構

成比をみると、機械器具卸売業の割合が最も高く、次いで、飲食料品卸売業、建

築材料卸売業、鉱物・金属材料等卸売業、繊維・衣服等卸売業の順となっていま

す。

正社員・正職員とパート・アルバイトなどの割合を比べてみると、正社員・正職員

が８１.８％、パート・アルバイトなどが１８.２％となっています。

これを業種（中分類）別にみると、商社などが含まれる各種商品卸売業の正社

員の比率が最も高く、９４.９％となっています。一方、飲食料品卸売業はパート・ア

ルバイトなどの比率が最も高く３２.９％となっています。

［卸売業］就業者数の業種別構成比（％）

［卸売業］正社員・正職員とパート・アルバイトなどの割合（％）
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商業の活動：卸売事業所の開設状況（開設年別事業所数）

－ 卸売事業所の８割は昭和４０年以降の開設 －

卸売事業所の７９.８％は昭和４０年以降の開設（出店）となっています。

法人・個人事業所別に出店割合をみると、昭和１９年以前には３６.２％であった

個人事業所の出店割合は、平成１５年から１９年には１０.１％に縮小しました。

［卸売業］出店状況の推移

［卸売業］法人・個人別割合の推移
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商業の活動：小売業の商店数、従業者数、年間商品販売額

－ 小売業の商店数は減少傾向、年間商品販売額は

平成１４年以降は横ばい傾向 －

平成１９年の小売業は商店数１１４万（対平成１６年比▲８.１％減）、従業者数

７５８万人（同▲２.４％減）、年間商品販売額は１３５兆円（同１.１％増）となりまし

た。

昭和５７年以降の小売業の推移をみると、商店数は減少傾向、従業者数は平成

１１年をピークに減少傾向となっています。年間商品販売額は平成９年をピークとし

て減少傾向にあるものの、平成１４年以降は横ばい傾向を示し、平成１９年は増加

しています。

［小売業］商店数の推移

［小売業］従業者数の推移

［小売業］年間商品販売額の推移
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商業の活動：小売業の業種別商店数の割合

－ 商店数は減少 －

平成１９年の小売業の商店数は１１４万商店となり、昭和５７年の１７２万商店と

比べると▲３３.９％減少しました。

業種別構成比をみると、飲食料品小売業が３４.３％、織物・衣服・身の回り品小

売業が１４.７％となっており、この２業種でおよそ半数近くを占めています。また、業

種別構成比の推移をみると、昭和４７年に４７.６％であった飲食料品小売業の割合

は平成１９年には３４.３％へと低下しています。

［小売業］商店数の業種別構成比（％）

［小売業］業種別商店数の構成比の推移（％）
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商業の活動：小売業の業種別年間商品販売額の割合

－ 小売業の年間商品販売額は平成９年をピークに減少 －

平成１９年の小売業の年間商品販売額は１３５兆円となりました。

小売業の年間商品販売額の割合を業種別にみると、飲食料品小売業が３０.３

％と最も多く、次いで、自動車・自転車小売業、各種商品小売業（百貨店など）が

１０％を超えています。

昭和４７年以降の小売業の年間商品販売額の割合を業種別にみると、ドラッグ

ストアの拡大に伴い医薬品・化粧品小売業の割合が増加となりました。一方、織

物・衣服・身の回り品小売業は昭和４７年の１３.４％から７.９％へと縮小していま

す。

［小売業］年間商品販売額の業種別構成比（％）

［小売業］年間商品販売額の業種別構成比の推移（％）
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商業の活動：小売業の就業者数

－ 小売業の就業者数は８０６万人 －

平成１９年の小売業の就業者数は８０６万人となりました。

就業者の内訳をみると、小売業の４９.２％と半数近くがパート・アルバイトなどと

なっています。これを業種（中分類）別にみると、飲食料品小売業が６３.８％、各種

商品小売業（百貨店など）が５１.４％となっています。

一方、正社員・正職員の割合が高い業種は自動車・自転車小売業で７２.０％、

出向・派遣受入れ者の割合が高いのは各種商品小売業（百貨店など）で３０.０％

となっています。

［小売業］就業者数の業種別構成比（％）

［小売業］就業者数の内訳別割合（％）（平成 19 年）

(注)就業者数とは「個人業主」、「無給従業者」、「有給役員」、「正社員・正職員」、「パート・アルバ

イトなど」、「臨時雇用者」、「出向・派遣受入者」を併せ、「他への派遣従業者」を除いたものを

いいます。
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商業の活動：小売業の出店状況(開設年別商店数)

－ 小売商店の半数は昭和６０年以降の出店 －

小売商店の出店状況をみると、小売商店の４８.５％、およそ半数は昭和６０年以

降の出店となっています。

出店年別に商店数をみると、昭和５９年までは個人商店の割合が法人商店を上

回っていましたが、昭和６０年以降は法人商店が個人商店を上回っています。また、

小売業の個人商店は、卸売業と比べると、その割合が高くなっています。

［小売業］出店状況の推移

［小売業］法人・個人別割合の推移
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商業の活動：小売業の売場面積

－ 小売業の売場面積は拡大傾向 －

平成１９年の小売業の売場面積は１億４９６６万㎡（対平成１６年比３.８％増）と

なり、売場面積は拡大し続けています。

売場面積規模別を昭和５７年＝１００とする指数でみると、売場面積が１０００㎡

未満の商店数は減少し、１０００㎡以上の商店数は増加しています。

１０００㎡未満の商店と１０００㎡以上の商店の年間商品販売額の動きをみると、

１０００㎡未満の商店は平成６年をピークに減少傾向にありますが、１０００㎡以上

の商店は増加しています。

［小売業］売場面積の推移

［小売業］売場面積規模別にみた商店数、年間商品販売額
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商業の活動：小売業の販売品目

－ 年間商品販売額上位品目は乗用車（新車）、飲食料品 -

百貨店・総合スーパーを除く小売業の販売品目で上位２０品目をみると、１位は乗用

車（新車）で８兆３７５０億円、２位は他の飲食料品で６兆５１２４億円、３位は揮発油（ガ

ソリン）で６兆３３１３億円となっています。

一方、百貨店・総合スーパーでは１位が飲食料品で５兆８１３１億円、２位が婦人・子

供服・洋品で２兆８７７３億円となっています。

［小売業］年間商品販売額上位品目(平成 19 年)

百貨店・総合スーパーを除く上位２０品目 百貨店・総合スーパー品目
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商業の活動：小売業の営業時間

－ 小売店の営業時間、４割弱が１０時間以上１２時間未満 －

平成１９年の小売商店を営業時間別商店数の割合でみると、営業時間が１０時

間以上１２時間未満という小売商店が最も多く３７.７％、次いで、８時間以上１０時

間未満が３３.６％となっており、８時間以上１２時間未満の小売商店が全体の７０％

以上となっています。

１２時間以上１４時間未満の商店数は１４.０％と、昭和５７年に比べて１４.３ポイ

ント減少しました。

また、１４時間以上２４時間未満の商店数も減少していますが、一方で終日営業

店が増えています。

開店時間では、午前９時～午前１１時台を開店時間とする商店数が増え、閉店

時間では午後０時～午後６時台までと午後１０時～午後１１時台に閉店する商店

数が増えています。

［小売業］営業時間別商店数の構成比
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商業の活動：小売業の来客用駐車場

－ 駐車場収容台数は増加 －

来客用駐車場の収容台数は平成９年では６４４万台でしたが、平成１９年には

８０１万台に増加しています。

また、来客用駐車場をもたない商店数は減少しています。

１商店当たりの収容台数をみると、平成９年の１２.０台から平成１９年には１５.４

台へ３０％近く増加しています。

［小売業］来客用駐車場収容台数

［小売業］来客用駐車場の保有状況

［小売業］１商店当たりの収容台数
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商業の活動：小売業の商品販売形態

－ 小売販売形態の８割以上が店頭販売 －

平成１９年の小売業の年間商品販売額を商品販売形態別にみると、８２.８％が

店頭販売、６.２％が訪問販売、３.０％が通信・カタログ販売（注）となり、店頭販売が

８０％以上を占めています。

平成３年の販売額を１００として商品販売形態別にみると、通信・カタログ（インタ

ーネット販売を含む）販売が大きく伸びています。

［小売業］商品販売形態別構成比（％）

［小売業］商品販売形態別年間商品販売額(指数)の推移

（注）電子商取引は「通信・カタログ販売」に含まれます。
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商業の活動：小売業の販売方法

－ 小売業の販売方法の７割が現金販売（注） －

小売業の販売方法をみると、現金販売が６８.８％、クレジットカード販売が１２.１

％、掛売・その他が１９.１％となっています。

平成１４年と１９年を比べると、現金販売の割合が減少し、クレジットカード販売、

掛売・その他の割合が増加しています。

［小売業］販売方法別構成比（％）

［小売業］販売方法の構成比

（注）前払い電子マネーは現金販売、後払い電子マネーは掛売・その他に含まれます。
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商業の活動：小売業の業態別商店数、年間商品販売額

－ 商店数、年間商品販売額ともに専門店・中心店が最も多い －

業態(注 )別に商店数をみると、最も商店数が多いのは専門店・中心店、次いで、

その他のスーパー、コンビニエンスストアの順となりました。

これを年間商品販売額でみると、専門店・中心店の販売額が最も多く、次いで、

専門スーパー、百貨店の順となっています。

［小売業］業態別商店数（平成 19 年）

［小売業］業態別年間商品販売額（平成 19 年）

(注)業態の定義について

商 業 統 計で は 業 態区 分 を別 表 （ 利用 上 の 注意 参 照） の よ うに 定 義 づけ し てい ま す 。売 場 面 積

の 50％以上がセルフサービス方式を採用していればスーパーに入ることから、大型カジュアル

衣料 店 な ど一 般 的 に専 門 店と 思 わ れて い る 店舗 も 専門 ス ー パー に 含 まれ て いま す 。 また 、 ド ラ

ッグ ス ト アは 医 薬 品・ 化 粧品 小 売 業で あ る こと 、 コン ビ ニ エン ス ス トア は 飲食 料 品 を扱 っ て い

ることが条件となっています。
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商業の活動：小売業の立地別商店数

－ 立地別に商店をみると、最も商店数が多いのは商業集積地区 －

平成１９年の小売商店数の立地(注 )をみると、商業集積地区が４２万７４６３事業

所と最も多く、次いで、住宅地区、その他地区の順となりました。

商業集積地区の内訳をみると、駅周辺型が最も多く、次いで、住宅地背景型、

市街地型の順となっています。

［小売業］立地別商店数の割合（％）

［小売業］立地別商店数

(注)商業統計では小売商店の立地環境特性区分を別表（利用上の注意参照）のように定義づけし

て集計を行っています。「商業集積地区」とは、小売店、飲食店及びサービス業を営む事業所

が隣接して３０店舗以上ある商店街を形成している地区をいいます。「オフィス街地区」とは、

商業地域及び近隣商業地域であって、「商業集積地区」とならない地区をいいます。

19年商店数対14年比（%）
小売業計 1,137,859 ▲ 12.5
商業集積地区 427,463 ▲ 14.6
駅周辺型 150,855 ▲ 12.8
市街地型 100,965 ▲ 16.9
住宅地背景型 122,016 ▲ 20.0
ロードサイド型 40,001 8.7
その他 13,626 ▲ 19.1
オフィス街地区 90,536 ▲ 4.4
住宅地区 339,839 ▲ 14.3
工業地区 65,438 ▲ 0.6
その他地区 214,583 ▲ 11.4
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商業の活動：マージン率

－ マージン率は増加傾向 －

平成１９年の商業企業のマージン率(注 )は卸売業で１８.６％、小売業は２７.６％と

なっています。平成６年以降のマージン率の推移をみると、平成６年と平成１９年で

は、卸売業は６.２ポイントの増加、小売業は０.６ポイントの増加となっています。

年間商品販売額と年間商品仕入額をみると、卸売業、小売業ともに平成６年に

比べ減少していますが、卸売業の仕入額の減少幅は大きくなっています。

［商業］マージン率の推移

卸売業の年間商品販売額、仕入額 小売業の年間商品販売額、仕入額

(注)マージンは商業の「利益」を指します。

マ ー ジ ン 率 は商 業 企 業 に 対 す る 調 査 項目 の 、 年 間 商 品 販 売 額 、年 間 商 品 仕 入 額 よ り 計 算し て い

ます。ここでいうマージン率の計算方法は以下のとおりです。

（年間商品販売額－年間商品仕入額）／年間商品販売額×１００
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商業の活動：卸売業のマージン率

－ 卸売業のマージン率は１８.６％、最もマージン率が大きい業種は衣

服・身の回り品、最もマージン率が少ないのは鉱物・金属材料 －

卸売業のマージン率は１８.６％となっています。業種別にマージン率をみると、最

もマージン率が大きい業種は衣服・身の回り品卸売業で３２.３％、次いで繊維品卸

売業の２９.３％となっており、繊維、衣服関連のマージン率が高いことがわかります。

最もマージン率が低かったのはガソリンなどを取り扱う鉱物・金属材料卸売業です

が、これは、平成１９年は原油価格が高騰し、仕入額が大きかったことによるもので

す。

［卸売業］業種別マージン率（平成１９年）

［卸売業］業種別年間商品販売額、年間商品仕入額（平成１９年）
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商業の活動：小売業のマージン率

－ 小売業のマージン率は２７.６％、業種別では織物・衣服・身の回り

品のマ－ジン率が最も高い －

小売業のマージン率は２７.６％となっています。業種別にマージン率をみると、織

物・衣服・身の回り品小売業が４５.０％と最も大きく、次いで、飲食料品小売業の

３０.１％の順となっています。その他の小売業の内訳では、時計・眼鏡・光学機械

小売業が５８.４％と大きくなっています。一方、マージン率が最も少ないのは自動車

・自転車小売業で１７.４％となっています。

［小売業］業種別マージン率（平成１９年）

［小売業］業種別年間商品販売額、年間商品仕入額（平成１９年）
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商業の活動：卸売業の電子商取引

－ 卸売業の販売額、仕入額の１割が電子商取引 －

近年、電子商取引が急速に進んでおり、その割合は平成１４年の５.４％から平

成１９年には１１.１％に拡大しましたが、今後この割合はさらに高まっていくものと思

われます。電子商取引を行っている事業所の中で電気機械器具卸売業が２８.３％

と最も高い割合となっています。次いで、食料・飲料卸売業が１５.２％、鉱物・金属

材料卸売業が１４.７％となっています。

［卸売業］年間商品販売額の電子商取引構成比

［卸売業］業種別構成比（％）
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商業の活動：小売業の電子商取引

－ 小売業の電子商取引（販売）は３.９％ －

平成１９年の小売業の年間商品販売額のうち電子商取引の割合は３.９％となり

ました。平成１４年の２.１％に比べると割合が２倍近くにはなっているものの、その割

合はまだ低く、電子商取引は今後さらに拡大していくものと思われます。業種別に

みると、飲食料品小売業、各種商品小売業（百貨店など）、自動車・自転車小売業

で小売電子商取引販売額全体の５８.８％となっています。

［小売業］年間商品販売額の電子商取引構成比

業種別割合（％）

［小売業］業種別構成比（％）
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